東京都民間住宅活用モデル事業

（空き家活用モデル事業）

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

【都独自補助型】
様　式　集　１
平成26年６月
東京都都市整備局

提出書類作成に当たっての注意

１　各様式は、Ａ４版縦で作成してください。

２　様式１の左上の「決定番号」は空欄で提出してください。

３　各書類の提出部数は、以下のとおりです。

· 応募書類等　　　：１部（添付書類　１部）

· 完了実績報告書等：１部（添付書類　１部）
· 請求書等　　　　：１部（添付書類　１部）
· 入居者決定　　　：１部（添付書類　１部）
４　使用する文字の大きさは、原則として９ポイント以上としてください。図中の文字についてはこの限りありませんが、文字が十分に読み取れる程度としてください。

５　様式中の枠線、行間隔等については、適宜変更してください。

６　使用する言語は日本語とし、計量法（平成４年法律第51号）に定める単位を使用してください。
□応募書類等
	様　式
	書　面
	備　考

	様式１
	応募・交付申請書
	

	様式２
	誓約書
	

	様式３－１
	要件確認《多世代同居・子育て世帯向け用》
	

	様式３－２
	要件確認《セルフリノベーション用》
	

	様式４
	空き家状況確認
	

	様式５
	工事計画書
	

	様式６－１
	改修工事の内容（申請）《多世代同居・子育て世帯向け用》
	様式集２

	様式６－２
	改修工事の内容（申請）《セルフリノベーション用》
	様式集２

	様式７　
	補助対象工事費内訳書（申請）
	様式集２

	様式８
	補助申請額の算定（申請）
	

	様式９
	添付書類一覧
	

	参　考
	耐震性能証明書
	


□完了実績報告書等
	様　式
	書　面
	備　考

	様式１０
	完了実績報告書
	

	様式１１－１
	改修工事の内容（完了）《多世代同居・子育て世帯向け用》
	様式集２

	様式１１－２
	改修工事の内容（完了）《セルフリノベーション用》
	様式集２

	様式１２　
	補助対象工事費内訳書（完了）
	

	様式１３
	補助申請額の算定（完了）
	

	様式１４
	工事写真
	

	様式１５
	入居状況等報告書
	

	様式１６
	添付書類一覧
	

	参　考
	施工証明書
	

	参　考
	耐震改修工事証明書
	


□請求書等

	様　式
	書　面
	備　考

	様式１７
	補助金交付請求書
	

	－
	口座振替依頼書
	別途配付


□入居者決定　（完了実績報告を入居者決定の前に行った場合）
	様　式
	書　面
	備　考

	様式１８
	入居者決定等通知書
	


□管理状況報告（事業完了から10年間提出）

	様　式
	書　面
	備　考

	様式１９
	管理状況報告書
	


様式１

	決定番号（都で記載）
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

応募・交付申請書

東京都知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○申請者（改修工事を発注する者）の概要

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　

	連絡先（電話番号）
	


　　
○建物所有者（申請者が建物所有者の場合は記載不要です。）

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　

	連絡先（電話番号）
	


○連絡先（申請者と異なる場合のみ記載してください。）
	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び担当者名
	

	連絡先（電話番号）
	


○補助の対象となる住宅
	補助の対象となる

住宅
	· 多世代同居・子育て世帯向け用
· セルフリノベーション用
※該当する□に(を入れてください。（以下、同様にお願いします。）


○補助申請額

	補助申請額
	　　　　　　　　　　　　千円


　※様式８のＤ欄金額を記入してください。

様式２

	

	
平成　年　月　日　日

誓約書



	
	東京都知事　殿
東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）への応募・申請にあたり、以下について誓約いたします。

・事業者募集要項第３の７（２）「応募者の制限」に該当していないこと

・事業者募集要項に記載された事項を遵守すること

・申請した内容を遵守すること

・申請した内容に虚偽がないこと

・改修工事の実施に当たっては、建築基準法その他の関係法令を遵守すること

	

	
	氏名又は

法人名及び代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
	

	
	住所又は所在地
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	

	
	連絡先（電話番号）
	　　
	

	


代表者氏名は、法人の場合は代表権のある役員としてください。
応募・交付申請書と同じ印鑑を押印してください。
様式３－１
要件確認
《多世代同居・子育て世帯向け用》
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	住宅の概要

	住所
	〒　　　　－

	床面積
	㎡

	間取り
	

	住宅の設備内容　

	改修工事前の設備

の有無
	· 台所

· 水洗便所

· 収納設備

· 洗面設備

· 浴室

	空き家の状況　

	応募・交付申請時点での状況
	· 入居者募集を行っているが、居住していない住戸

· 賃貸用住宅ではないが、居住していない住戸

· その他

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	近傍同種の住宅の家賃※　

	近傍同種の住宅の家賃（円）　※
	　　　　　　　　　　　　　　　円


· 公営住宅法第16条及び公営住宅法施行令第３条の例により算定した額

⇒【近傍同種の住宅の家賃　計算シート】により算出してください。
様式３－１
	戸建て住宅であることが確認できる写真（２枚）

	※　２方向から撮影されたもの　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日


様式３－２
要件確認
《セルフリノベーション用》
	住宅の概要

	住所
	〒　　　　　－

	部屋番号
	

	床面積（㎡）　
	　　　　　　　　　㎡

	間取り
	　　　　　　　　　　　

	賃貸借契約　

	賃貸契約締結日
	平成　　年　　月　　日

	入居予定日
	平成　　年　　月　　日

	契約家賃（円）
	　　　　　　　　　　　　　　　円（管理費及び共益費を除く）

	近傍同種の

住宅の家賃（円）　※
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	入居者の募集開始日
	平成　　年　　月　　日

	申請者の属性　

	入居者（申請者）

の属性
	（住宅確保要配慮者の場合）

· 高齢者世帯

· 障がい者等世帯

· 子育て世帯

· 月額所得が214,000円を超えない者

· 被災者世帯

	
	· 住宅確保要配慮者以外

	住宅の設備内容　

	改修工事前の設備

の有無
	· 台所

· 水洗便所

· 収納設備

· 洗面設備

· 浴室


· 公営住宅法第16条及び公営住宅法施行令第３条の例により算定した額

⇒【近傍同種の住宅の家賃　計算シート】により算出してください。
様式４
空き家状況確認

	工事着手前の空き家写真

	【居室の写真】　　　　　　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日



	【台所の写真】　　　　　　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日




様式４

空き家状況確認

	工事着手前の空き家写真

	【水洗便所の写真】　　　　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日



	【収納設備の写真】　　　　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日




様式４

空き家状況確認

	工事着手前の空き家写真

	【洗面設備の写真】　　　　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日



	【浴室の写真】　　　　　　　　　　　　　　　　撮影日：平成　　年　　月　　日




様式５
工事計画書
　以下の工事内容については、申請者と協議の上、承諾しています。
　　建物所有者　　法　人　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　印

※　申請者が建物所有者以外の場合、建物所有者との合意が必要になります。

	対象住宅

	住所
	〒　　　　－

	建物

所有者

	住所又は
所在地
	

	
	法人又は個人
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	

	転貸人
（サブリース等の場合）


	住所又は
所在地
	

	
	法人又は個人
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	

	新築着工年月日
	昭和

平成　　　

年　　月

	新築着工年月日が昭和56年5月31日以前の場合、いずれかに(を入れてください。
	· 耐震診断又は耐震改修により地震に対する安全性を確認済み

· 今回耐震改修工事を実施


様式５
（枚数：　　　／　　　　）
	改修工事の概要

	契約した施工者

	住所又は

所在地
	

	
	会社名
	

	
	代表者名
	

	
	連絡先
	

	
	建設業許可番号
	

	実施する改修工事

（必須工事）
	多世代同居・

子育て世帯
向け
	· バリアフリー改修工事

· 「子育てに配慮した住宅のガイドブック」記載の改修工事

	
	
	· 耐震改修工事

	
	セルフリノベーション
	· バリアフリー改修工事

· 省エネルギー改修工事

	その他の改修工事

※工事種別ごとに記載をしてください。
	

	工事請負契約日
	平成　　年　　月　　日

	契約工期
	平成　　年　　月　　日～　平成　　年　　月　　日

	請負金額（税抜き）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円


	合計請負金額（税抜き）
	　　　　　　　　　　　　　　　　円


· 複数の施工者に分離して発注する場合は、契約した施工者ごとに用紙を追加して記載してください。（右上にページ番号を記入してください。）
· 最終ページにのみ、合計請負金額を記載してください。
様式８
補助申請額の算定（申請）
	上限金額の算定

	基本上限金額（戸当たり）
	１００万円

	追加分

（該当する場合は(を入れてください。）
	· 耐震改修工事を実施の場合　　　　　　＋１０万円

	Ａ　合計
	　　　　　　　　　　　万円


	補助対象費用

	Ｂ　補助対象工事費（全体）
	　　　　　　　　　　　千円
	税抜き


	Ｃ　Ｂ×１／３
	　　　　　　　　　　　千円
	千円未満

	Ｄ　補助申請額　
	　　　　　　　　　　　千円
	ＡとＣの金額のうち、低い方を記入


様式９
添付書類一覧
添付する書類の□に(のうえ、添付してください。

	証明関係
	· 改修工事を行う空き家の固定資産税の納税証明書

（直近一年分）

· （法人・個人）住民税の納税証明書（直近一年分）

※住民税が非課税の場合
· 住民税（非）課税証明書

	建物着工年月の確認

（右記のいずれか）
	· 建築確認済証（写し）
· 完了検査済証（写し）
· 建物の登記事項証明書(写し)
· その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	賃貸借契約書

（セルフリノベーション用の場合）
	· 賃貸借契約書（写し）

	改修工事の内容確認
	· 工事請負契約書等（写し）
· 見積書（写し）
　　　但し、各工事種別の内容が確認できるもの

	その他

（要件確認等に必要と
なる図面等）
	· （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


《参考》

耐震性能証明書

東京都知事　殿

　建物名称：

　所在地：
　規模：　地下　　階　地上　　階　塔屋　　階

　構造種別：　木造　鉄筋コンクリート造　鉄骨造　鉄骨鉄筋コンクリート造

上記建物の耐震性能については、「建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号、改正平成17年法律第120号）」及び同法第４条の規定に基づく「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的方針（平成18年国土交通省告示第184号）」の「（別添）建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項」に照らし、所要の耐震性能を有していることを証明いたします。

平成　年　月　日

（一級・二級・木造）建築士登録番号　　　　　　　　　　　　　　　号

建築士の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　

建築士事務所名　　　　　　　　　　　　　　　　

知事登録　　　　　　　　　　　　　　　号

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

※当該建築物を設計することができる資格を有する者が証明すること



様式１０
	決定番号
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

完了実績報告書

東京都知事　殿

　東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）に係る改修工事につきまして、完了しましたので報告します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○申請者（改修工事を発注する者）の概要

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　　

	連絡先（電話番号）
	


　　※印については、応募・申請書と同じ印鑑を押印してください。

○建物所有者（申請者が建物所有者の場合は記載不要です。）

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　

	連絡先（電話番号）
	


　　※印については、応募・申請書と同じ印鑑を押印してください。

○連絡先（申請者と異なる場合のみ記載してください。）

	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び担当者名
	

	連絡先（電話番号）
	


○交付決定額

	交付決定額
	　　　　　　　　　　　　千円


	○補助申請額

	補助申請額
	　　　　　　　　　　　　千円


様式１３
補助申請額の算定（完了）

	上限金額の算定

	基本上限金額（戸当たり）
	１００万円

	追加分

（該当する場合は(を入れてください。）
	· 耐震改修工事を実施の場合　　　　　　＋１０万円

	合計Ａ
	　　　　　　　　　　　万円


	補助対象費用

	Ｂ　補助対象工事費（全体）
	　　　　　　　　　　　千円
	税抜き

	Ｃ　Ｂ×１／３
	　　　　　　　　　　　千円
	

	Ｄ　補助申請額　
	　　　　　　　　　　　千円
	ＡとＣの金額のうち、低い方を記入


※応募・申請時から変更がある場合は、提出してください。

様式１４
	決定番号
	


工事写真

	改修工事の内容　　　

	

	工事写真

	【工事着手前・中】　※内容によって工事前か工事中か異なります。　　　　　　　　　　　　　　　



	【工事後】　　　　　　　　　　　　　　　




※必要に応じて追加して作成してください。
様式１５
	決定番号
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

入居状況等報告書

　入居状況を下記のとおり報告します。

　
○対象住宅
	対象住宅の名称

又は住所
	

	部屋番号
	

	本住宅に関する

問い合わせ先
	住所又は所在地
	

	
	法人又は個人
	

	
	担当者名
	

	
	連絡先
	


○多世代同居・子育て世帯向け

	募集した家賃（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	入居者の募集開始日
	平成　　年　　月　　日

	入居者決定の状況
	· 入居者が決定している　⇒次ページも提出
· 入居者が決定していない

	契約した家賃（月額）

※入居者決定している場合　
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	近傍同種の住宅
の家賃（円）　
	　　　　　　　　　　　　　　円


○セルフリノベーション

	契約した家賃（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	近傍同種の住宅
の家賃（円）　
	　　　　　　　　　　　　　　円

	賃貸借契約締結日
	平成　　年　　月　　日

	入居日（又は予定日）
	平成　　年　　月　　日


様式１５
【入居者が決定している場合は、こちらのシートも提出してください。】

○住宅確保要配慮者の入居が決定した場合

	入居者の氏名
	

	入居者の属性
	· 高齢者世帯
	· 住民票

· 健康保険証

· 運転免許証

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 障がい者世帯
	· 障がい者手帳

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 子育て世帯
	· 住民票

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 月額所得が214,000円

を超えない者
	· 所得確認書

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 被災者世帯
	· 罹災証明書

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	添付書類
	· 入居者の属性を確認した書類の写し

· 所得確認書（月額所得が214,000円を超えない者の場合）


○住宅確保要配慮者以外の方の入居が決定した場合
	入居者の属性
	· 住宅確保要配慮者以外

	添付書類
	· 住宅確保要配慮者に対する入居者募集広告の写し


様式１６
添付書類一覧

添付する書類の□に(のうえ、添付してください。

	入居関係
	多世代同居・子育て世帯向け
	住宅確保要配慮者の入居者が決まった場合

· 賃貸借契約書（写し）
· 入居者の属性が確認できるもの

（　　　　　　　　　　　　）

	
	
	住宅確保要配慮者以外の入居者が決まった場合

· 入居者募集広告

· 賃貸借契約書（写し）

	
	
	入居者が決まっていない場合

· 入居者募集広告
· 賃貸借契約書（案）

	
	セルフリノベーション用
	· 住民票の写し

· 賃貸借契約書（写し）

	工事完了関係
	· 工事請負契約等の領収書等（写し）


様式１７
平成　　年　　月　　日

東京都知事　殿

請求者

住所

氏名　　　　　　　　　　　　　印

補助金交付請求書

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　円也

ただし、平成　　年　　月　　日付　　都市住政第　　　号により補助金の額の確定を受けた東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）の補助金として、上記金額を請求します。

様式１８
	決定番号
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

入居者決定通知書

　多世代同居・子育て世帯向け用の住宅として、入居者が下記のとおり決定しましたので報告します。

　

○報告者（申請者）
	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　　

	連絡先（電話番号）
	


○対象住宅

	対象住宅の名称

又は住所
	


○賃貸借契約等
	入居者の募集開始日
	平成　　年　　月　　日

	賃貸契約締結日
	平成　　年　　月　　日

	募集した家賃（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	契約した家賃（月額）

※入居者決定している場合　
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	添付書類
	· 賃貸借契約書の写し


様式１８
○住宅確保要配慮者の入居が決定した場合

	入居者の氏名
	

	入居者の属性
	· 高齢者世帯
	· 住民票

· 健康保険証

· 運転免許証

その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 障がい者世帯
	· 障がい者手帳

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 子育て世帯
	· 住民票

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 月額所得が214,000円

を超えない者
	· 所得確認書

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	
	· 被災者世帯
	· 罹災証明書

· その他（　　　　　　　　　　　　　）

	添付書類
	· 入居者の属性を確認した書類の写し
· 所得確認書（月額所得が214,000円を超えない者の場合）


○住宅確保要配慮者の以外の方の入居が決定した場合

	添付書類
	· 住宅確保要配慮者に対する入居者募集広告の写し


· 完了実績報告時に入居者が決定しておらず、完了実績報告時に賃貸借契約書の写しを添付しなかった場合、入居者決定後に本様式の提出が必要です。

《参考》
	決定番号
	


東京都知事　殿

施工証明書
　下記のとおり、東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）の対象となる改修工事を行ったことを証明します。

平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　工事施工者 　

　　　　　　　　　　　　　　代表者名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　所　在　地 　　　　

　　　　　　　　　　　　　　電話番号 　　　　

	工事発注者
	

	工事を行った

住宅の所在地
	

	工　事　内　容
	


《参考》
	決定番号
	


東京都知事　殿

耐震改修工事証明書

　　建物名称：

　　所在地：
　　規模：　地下　　階　地上　　階　塔屋　　階

　　構造種別：　木造　鉄筋コンクリート造　鉄骨造　鉄骨鉄筋コンクリート造

上記建物の耐震性能については、「建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成７年法律第123号、改正平成17年法律第120号）」及び同法第４条の規定に基づく「建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的方針（平成18年国土交通省告示第184号）」の「（別添）建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項」に照らし、所要の耐震性能を有していることを証明いたします。

平成　年　月　日

（一級・二級・木造）建築士登録番号　　　　　　　　　　　　　　　号

建築士の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印

連絡先　　　　　　　　　　　　　　　　

建築士事務所名　　　　　　　　　　　　　　　　

知事登録　　　　　　　　　　　　　　　号

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　

※当該建築物を設計することができる資格を有する者が証明すること

様式１９
	決定番号
	


平成　年　月　日

東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）

管理状況報告書

　東京都民間住宅活用モデル事業（空き家活用モデル事業）の管理状況について、下記のとおり報告します。

　

○事業者（「セルフリノベーション用として活用するもの」にあっては、住宅所有者）
	住所又は所在地
	

	氏名又は

法人名及び代表者名
	印　　

	連絡先（電話番号）
	


○対象住宅

	対象住宅の名称

又は住所
	


○本年３月１日現在の入居の状況

	入居の状況
	· 入居中

· 入居者募集中

	入居中の場合
	賃貸契約締結日
	平成　　年　　月　　日

	
	入居者の属性

（①～⑥）※１
	

	
	契約した家賃（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	募集中の場合
	募集家賃（月額）
	　　　　　　　　　　　　　　円（管理費および共益費を除く）

	
	添付書類
	· 入居者募集広告の写し

※住宅確保要配慮者を拒まないことがわかるもの。


※１　①高齢者世帯　②障がい者等世帯　③子育て世帯　④月額所得が214,000円

を越えない者　⑤被災者世帯　⑥住宅確保要配慮者以外
本報告書は、事業完了から10年間、毎年３月末までに提出してください。
※　耐震性能を証明するものの提出であれば、本書式に限らない。


　　例）


　　　耐震判定団体の耐震診断結果判定所（写）


耐震改修助成額確定通知書（写）


　　　耐震診断結果・耐震改修実施報告書（建築士の署名・押印のあるもの）
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